
重要事項説明書（通所介護サービス） 

（通所介護・指定介護予防通所介護・日常生活支援総合事業 第１号通所事業） 

 

（事業の目的） 

〇社会福祉法人以和貴会の経営する「老人デイサービスセンター朝日（以下「事業所」という）」が行う

「指定通所介護事業・指定介護予防通所介護・日常生活支援総合事業第１号通所事業（以下「事業」 

という）を通して、要支援または要介護状態にある高齢者に対し、通所介護サービス・介護予防通 

所介護サービス等を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

○ 職員は、利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ 

 とができるよう、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立 

 感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものと 

 する。 

○ 事業の実施に当たっては、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の 

選択に基づき、適切な介護サービス及び保健医療サービス・福祉サービスが、多様な事業者から、 

総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行うものとする。 

○ 事業は、常に利用者の立場に立って、利用者に提供されるサービスが特定の種類、特定の事業 

者に著しく偏することのないよう、公正中立に行うものとする。 

 〇 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業 

者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。 

 

（事業者の名称等） 

 事業所名：老人デイサービスセンター朝日 

 所 在 地：沖縄県南城市玉城字喜良原５２６番地 

 法人名 ：社会福祉法人 以和貴会 

 代表者名：理事長  名嘉 栄勝 

 電話番号：０９８－９４８－３０１１ ＦＡＸ：０９８－９４８－７６３８ 

 指定番号：４７７３１０００３９ 

 

（職員の種類、員数及び職務内容） 

○ 管理者 １名 

  従業員の管理及び通所介護の利用の申し込みに係わる調整、その他の業務の実施状況の把握を 

一元的に行うとともに、従業者に運営基準を尊守させるため必要な指揮命令を行う。 

○ 生活相談員 １名以上 

利用者の生活指導及び援助、身上調査、面接及び利用者の処遇に関する企画等を行う。 

○ 看護職員 １名以上 

  利用者の身上の状況に応じ、適切な看護サービスの提供を行う。 

○ 介護職員 １０名以上 



  利用者の心身の状況に応じ、適切な介護サービスの提供を行う。 

○ 機能訓練指導員 １名以上 

  利用者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、必要なリハビリテー 

ションを行う。 

 

（営業日及び営業時間） 

  休 業 日       日曜日、年末年始（１２月３１日から１月２日まで） 

  営業時間       午前８時３０分から午後５時３０分 

  サービス提供時間   午前９時３０分から午後４時４５分 

 

（利用定員） 

   ６０名（介護予防利用者も含む） 

 

（指定通所介護の提供方法） 

○事業の提供に当たっては、通所介護計画に基づき、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営む 

ことができるよう必要な援助を行う。 
○事業の提供に当たっては、親切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの 

提供方法について、理解しやすいように説明を行う。 

○利用者からサービス提供記録の開示を求められた場合、利用者に対して開示するものとする。ただし、    

複写に際しては、事業者は利用者に対して、実費相当額を請求できるものする。 

○事業は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要 

なサービスを利用者の希望に沿って適切に提供する。 

 

（指定通所介護の内容） 

 指定通所介護の内容は、通所介護計画に基づいて次に掲げるもののうち必要と認められるサービスを

行うものとする。 

○食事の提供 

〇入浴 

〇日常生活動作の機能訓練 

〇健康状態の確認 

〇送迎 

〇日常生活における相談及び助言 

〇その他日常生活上の援助 

 

（提供拒否の禁止） 

  正当な理由なく利用者から求められた事業の提供を拒まない。 

 

 



（提供困難時の対応） 

  事業の実施区域等を勘案し、自ら適切な事業を提供することが困難であると認めた場合には、他の指定 

通所介護事業者を紹介する等の必要な措置を講じるものとする。 

 

（受給資格等の確認） 

事業の提供を求められた場合には、その者の提示する被保険者証（資格者証を含む。）によって、被保 

険者資格、要介護認定又は要支援認定（以下「要介護認定等」という。）の有無及び要介護認定の有効 

期間を確かめなければならない。 

 

（要介護認定の申請等に係る援助） 

○被保険者の要介護認定等に係る申請に対して、本人の意思を踏まえ、必要な協力を行うものとする。 

○要介護認定等を受けていない利用申込者については、要介護認定等の申請が既に行われているか否か 

を確認し、申請が行われていない場合には速やかに申請が行われるよう利用申込者を援助するものと 

する。 

○事業所は、要介護認定等の更新の申請が、遅くとも現在の要介護認定等の有効期限が終了する１月前に 

はなされるよう、利用者に対して必要な援助を行うものとする。 

 

（利用料及びその他の費用） 

○ 法定代理受領サービスに該当する事業を提供した際には、利用者から事業（別表１・２）に 

要した費用の負担割合に応じた額、及び食費「５５０円」の支払いを受けるものとする。 

 ○ 前項に掲げる費用の額に係る事業の提供に当たっては、あらかじめ、利用者及びその家族等に対し、 

当該事業の内容及び利用料の金額に関して説明を行い、その同意を得るものとする。 

 

（利用料証明書の発行） 

提供した事業について、利用料の支払を受けた場合は、当該利用料の額等を記載した事業提供証明書 

を利用者に対して発行するものとする。 

 

（通常の事業の実施地域） 

      南城市、与那原町、八重瀬町、南風原町の区域とする。 

 

（サービス利用に当たっての留意事項） 

   当事業のサービスを利用する者は次の各号に留意するものとする。 

○施設利用に際しては原則として飲酒を禁止するものとし、酒気を帯びた状態で機能回復訓練等のサー 

ビスを受けないこと。 

○施設内での営利行為、宗教活動を行わないこと。 

○他の施設利用者の迷惑となる言動、暴力行為を行わないこと。 

 



(衛生管理等) 

 〇事業所は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な 

  管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講ずるものとする。 

 〇事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を 

  講じるものとする。 

（１） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね 

６月にⅠ回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（２） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

（３） 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を 

定期的に実施する。 

 

（緊急時等における対応方法） 

      従業者は、指定通所介護〔指定予防通所事業〕の提供を行っているときに利用者に病状の急変、緊

急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告する。

主治医への連絡が困難な場合は、緊急搬送等の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（非常災害対策） 

     〇非常災害対策として、消防計画及び風水害、地震等の災害に対処するための具体的計画を策定し非

常災害時における関係機関への通報及び連携体制を整備し、定期的に避難救出訓練を行うなどして職

員へ周知し、利用者の安全を図るものとする。 

   〇事業所は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めるもの

とする。 

 

（事故発生時の対応） 

〇利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに県及び関係市町村、利用 

者の家族等に連絡を行うとともに必要な措置を講ずるものとする。 

  〇事業所は、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録する。 

  〇事業所は、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行う。 

 

（虐待防止に関する事項） 

〇利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講ずるものとする。 

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に

周知徹底を図る。 

（２）虐待防止のための指針の整備 

（３）虐待を防止するための定期的な研修の実施 

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

 〇 事業所は、利用者及びその家族等からの虐待等に関する相談や利用者から市町村への虐待の届出

について、適切な措置を講じる。又、通所介護サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者

の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに市



町村及び以下の関係機関に通報し、市町村等が行う虐待等に対する調査に協力するよう努めるものとす

る。 

   ・南城市地域包括支援センター（南城市役所生きがい推進課内） 

                   電話番号０９８－９１７－５４８９ 

   ・南城市地域型センターしらゆり 電話番号０９８－９８８－０６３８ 

 

（身体拘束） 

   当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 

利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行わない。 

２ やむを得ず前項の身体拘束を行う場合には、身体拘束の内容、目的、緊急やむを得ない理由、 

拘束の時間、時間帯、期間等を記載した説明書、経過観察記録、検討記録等記録の整備や手続き 

など厚生労働省が策定した「身体拘束ゼロへの手引き」を遵守し適正な取り扱いにより行う。 

 

（業務継続計画の策定等） 

  〇事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対し指定介護予防通所介護の提供を 

  継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続 

  計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

  〇事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期 

  的に実施するものとする。 

  〇事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うもの 

  とする。 

（地域との連携等） 

事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との 

交流に努めるものとする。 

 

（相談・苦情申立窓口） 

〇利用者又は利用者の家族は提供された介護サービスに不満がある場合は、いつでも苦情申立窓口に 

苦情を申し立てる事ができるものとする。 

   〇施設は、利用者に提供した介護サービスについて、利用者又は利用者家族から苦情の申出 

があった場合は、迅速、適切に対処し、サービスの改善、向上に努めるものとする。 

  〇施設は、利用者が苦情申立を行った場合、これを理由としていかなる不利益な扱いもしない 

ものとする。 

担 当 者：生活相談員 

          電話番号：０９８－９４８－３０１１ 

          利用時間：午前９時から午後５時まで 

      ※その他窓口・沖縄県介護保険広域連合    ０９８－９１１－７５０１ 

            ・国保連合サービス苦情相談窓口 ０９８－８６０－９０２６ 

            ・南城市生きがい推進課     ０９８－９１７－５３４１ 

 



 （その他） 

  〇提供するサービスの第三者評価の実施状況について当事業所では第三者評価の実施は行っており

ません。 

 

（組織体制図） 

  管 理 者 

  

  センター長 

  

           

生活相談員  看 護 職 員  

機能訓練員 

 介 護 職 員  

 

（個人情報の利用及び目的） 

  利用者に対し、適切な事業サービスを提供する上で、利用者の個人情報を下記の事項において 

  利用する。 

 

『当事業のサービスの提供時に必要な個人情報の利用目的』 

【事業所内部での利用目的】 

●事業所が利用者などに提供する介護サービス 

●介護保険事務 

●介護サービスの利用者に係る当事業所の管理運営業務のうち 

（１）会計・経理 （２）事故などの報告 （３）当該利用者の介護の向上 

 

【他の事業者などへの情報提供に伴う利用目的】 

●当事業所が利用者などに提供する介護サービスのうち 

（１）利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業所や居宅介護支援事 

業所などとの連携（サービス担当者会議等）、照会への回答 

（２）医師などへの意見・助言を求める場合 

（３）家族などへの心身の状況説明 

 

●介護保険事務のうち 

（１）保険事務の委託 

（２）審査支払機関へのレセプト 

（３）審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

●損害賠償保険などに係る保険会社などへの相談または届出など 

 

『上記以外の利用目的』 

【当事業所の内部での利用にかかる利用目的】 



●当事業所の管理運営業務のうち 

（１）介護サービスや業務の維持・改善の為の基礎資料 

（２）当事業所において行われる学生の実習生への協力 

（３）当事業所において行われる事例研究 

【他の事業者などへの情報提供にかかる利用目的】 

●当事業所の管理運営業務のうち 

（１）外部監査機関への情報提供 

 

 

別紙１（日常生活支援総合事業 第１号通所事業） 

 基本料金     自己負担額 

保

険

適

用 

 

 

 

事業対象者 

要支援１ 

月の利用が４回まで 

４，３６０円／回 ４３６円／回 

月の利用が５回以上 

１７，９８０円／月 １，７９８円／月 

 

 

 

要支援２ 

月の利用が８回まで 

４，４７０円／回 ４４７円／回 

月の利用が９回以上 

３６，２１０円／月 ３，６２１円／月 

                １か月あたりの加算料金 １か月あたりの加算自己負担額 

・一体的サービス提供加算 ４，８００円 ４８０円 

・栄養改善加算 １，５００円 １５０円 

・口腔機能向上加算 １，５００円 １５０円 

・生活機能向上グループ活動加算 １，０００円 １００円 

・事業所評価加算 １，２００円 １２０円 

・科学的介護推進体制加算 ４００円 ４０円 

事業対象者・要支援１ 

サービス提供体制加算（Ⅰ） ８８０円 ８８円 

サービス提供体制加算（Ⅱ） ７２０円 ７２円 

サービス提供体制加算（Ⅲ） ２４０円 ２４円 

要支援２ 

サービス提供体制加算（Ⅰ） １，７６０円 １７６円 

サービス提供体制加算（Ⅱ） １，４４０円 １４４円 

サービス提供体制加算（Ⅲ） ４８０円 ４８円 

 
介護職員処遇改善加算（Ⅱ） １月につき所定単位合計×１１８／１，０００ 

食事代自己負担（１日） ５５０円 

 



（１） 上記の利用表は「１割負担」の表記となっております。個々の負担割合に応じて金額は変動します。利 

用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費額を除いた金額（自己負担額）、食事に係る 

標準自己負担額の合計金額をお支払ください。通所介護サービスが、介護保険の適用を受ける場合、原則 

として負担割合に応じた利用料の額及び食事代「５５０円」お支払いいただきます。 

（２） 利用料の支払い方法は、原則的に月払い（月末締め翌月１５日請求書発行）とします。 

口座振替及び、当該請求書受領後、施設担当窓口にてお支払いください。 

 

 

別紙２（大規模型通所介護Ⅰ） 

 １日あたりの利用料金 介護保険適用時の１日あたりの自己負担額  

要介護１       ６，２９０円 ６２９円 

要介護２       ７，４４０円 ７４４円 

要介護３       ８，６１０円 ８６１円 

要介護４ ９，８００円   ９８０円 

要介護５ １０，９７０円 １，０９７円 

入浴介助加算Ⅰ ４００円 ４０円 

入浴介助加算Ⅱ ５５０円 ５５円 

個別機能訓練加算（Ⅰイ） ５６０円 ５６円 

個別機能訓練加算（Ⅰロ） ７６０円  ７６円 

個別機能訓練加算（Ⅱ） ２００円／月  ２０円／月 

認知症加算 ６００円  ６０円 

中重度ケア体制加算 ４５０円  ４５円 

栄養改善加算 （月２回）２，０００円 （月２回） ２００円 

栄養アセスメント加算 ５００円／月 ５０円／月 

口腔機能向上加算Ⅰ （月２回）１，５００円 （月２回） １５０円 

口腔機能向上加算Ⅱ （月２回）１，６００円 （月２回） １６０円 

若年性認知症利用者受入加算 ６００円 ６０円 

口腔・栄養スクリーニング加算Ⅰ （半年に１回）２００円   （半年に１回） ２０円 

口腔・栄養スクリーニング加算Ⅱ （半年に１回） ５０円   （半年に１回）  ５円 

生活機能向上連携加算Ⅰ １，０００円／月   １００円／月 

生活機能向上連携加算Ⅱ ２，０００円／月   ２００円／月 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） ３００円／月    ３０円／月 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） ６００円／月    ６０円／月 

科学的介護推進体制加算 ４００円／月    ４０円／月 

通院等乗降介助 ９９０円    ９９円 

事務所が送迎を行わない場合 （片道） △４７０円   （片道） △４７円 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ） １月につき＋所定単位×１１８／１，０００ 

サービス提供体制加算（Ⅰ） ２２０円  ２２円 

サービス提供体制加算（Ⅱ） １８０円  １８円 

サービス提供体制加算（Ⅲ）    ６０円   ６円 

食事代自己負担（１日）） ５５０円 

 

 



（１） 上記の利用表は「１割負担」の表記となっております。個々の負担割合に応じて金額は変動します。利 

用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費額を除いた金額（自己負担額）、食事に係る 

標準自己負担額の合計金額をお支払ください。通所介護サービスが、介護保険の適用を受ける場合、原則 

として負担割合に応じた利用料の額及び食事代「５５０円」お支払いいただきます。 

（２） 利用料の支払い方法は、原則的に月払い（月末締め翌月１５日請求書発行）とします。 

 

 

 

 

  当事業のサービスの開始に当り、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて重要な事項を説明し 

交付しました。 

 

令和   年   月   日 

 

＜ 説明者 ＞     職種：          氏名 ：             

 

 

  私は、契約書及び本書面により、事業者から事業サービスについて重要事項・個人情報の利用等に 

ついての説明を受け同意し、本書面を受領しました。 

 

 

令和   年   月   日 

 

＜ 利用者 ＞ 

住 所：                           

 

氏 名：                            

 

              代  筆：               （続柄：      ）  

   

＜ 家族代表者 ＞  

住 所：                            

 

氏 名：               （続柄：      ）  

 

 

 

 

 

 

 


